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中間レビュー結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア（PNG） 案件名：（和）総合コミュニティ開発プロジェクト

（英）Integrated Community Development Project 

分野：行政一般 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部行政機能課 協力金額（評価時点）：約３億円 

先方関係機関：コミュニティ開発省（DFCD）、首都

圏庁（NCDC）、東セピック州政府（ESPA） 

協力期間 2009年３月～2012年３月 

（R/D署名日2008年12月４日）

日本側協力機関： 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開

発プロジェクト」（2005～2008年） 

１－１ 協力の背景と概要 

パプアニューギニア国（以下、「パ」国と記す）では都市部と地方村落部間の経済格差が大き

く、これが地方人口の都市部への流入の主要因である。地方からの移住者の多くは首都周辺に

約70カ所あるセトルメント地域に居住しているが、政府の計画により開発されたセトルメント

は３分の１以下である。セトルメント住民は雇用機会が限られ、不法居住とみなされる地区で

は教育、保健医療などの公的サービスが受けられないなど、経済的・社会的に隔絶された状況

が続いている。また、セトルメント問題の解決の遅れは都市周辺における法秩序問題の要因の

一つともなっている。「パ」国では地域間格差、セトルメント問題、法秩序問題が貧困のサイク

ルを形成し、国全体の経済・社会発展の阻害要因となっている。JICAは技術協力プロジェクト

「首都圏セトルメント地域における総合コミュニティ開発」の実施をとおして、セトルメント

住民の生活向上を通じた同地域の安定化を目指し、同地域内でのコミュニティ開発を効果的に

実施するための行政の仕組み、制度整備、人材育成を支援し、また住民組織や現地NGO等の能

力開発に貢献してきた。これらJICAの取り組みを受け、2006年11月、同プロジェクトのカウン

ターパート（C/P）機関であるコミュニティ開発省（DFCD）を主管とする「総合コミュニティ

開発政策（ICD政策）2007-2011」が策定された。これは同プロジェクトによって取り組んでき

た住民参加型のコミュニティ開発の重要性を前面に打ち出し、各州及び郡に「コミュニティ学

習開発センター」（CLDC）を設置し、コミュニティ開発のノウハウ蓄積及び普及の拠点とする

ことで、行政、市民団体、NGO、教会等の相互の協力によるコミュニティ開発プログラムの策

定と実施を促進し、市民の生活の質の改善と人間的成長を促すことを目的としている。今般、

同政策の実施促進のためDFCD及び関係機関の組織体制強化、住民参加型コミュニティ開発ノウ

ハウの蓄積と普及等の協力に発展した新規技術協力プロジェクトの要請があった。 

 

１－２ 協力内容 

ICD政策の実施促進のためDFCD及び地方自治体等の組織体制強化、住民参加型コミュニティ

開発ノウハウの蓄積と普及等の協力を行う。 

（１）上位目標 

PNGでICD政策に基づいたコミュニティ開発が促進される。 

 

（２）プロジェクト目標 

ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を推進するために必要な人材、組織、体制が

強化される。 
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（３）成果 

成果１：ICD政策実施のための組織・仕組みが強化される。 

成果２：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのDFCDの能力が向上

する。 

成果３：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのCLDC F/P及びコ

ミュニティ・グループの能力が向上する。 

成果４：ICD政策に基づいた持続的コミュニティ開発を実施するためのNCDC、東セピッ

ク州政府の能力が向上する。 

成果５：持続的コミュニティ開発を実施するためのガイドラインが改善される。 

成果６：プロジェクトの支援を受けたCLDC F/Pの経験が、ICD政策のロールアウト・プ

ロセスで活用される。 

 

（４）投入（中間レビュー時点） 

１）日本側 

・短期専門家派遣 ８名 

・研修員受入れ ５名 

・機材供与 約966,000円 

２）「パ」国側 

・C/P配置 約37名、及び補助スタッフ 

・事務所スペース 

・プロジェクト運営費、その他 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括 武田 長久 JICA国際協力専門員 

協力企画 天池 麻由美 JICA公共政策部行政機能課 

評価分析 昌谷 泉 株式会社グローバル･グループ21ジャパン 

調査期間 2010年８月28日～2010年９月11日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標 

現段階では一部の指標が入手できていないが、現時点でのプロジェクト目標達成度を総

合的に検討すると、人材は着実に強化されているものの、東セピック州の活動予算不足に

みられる資金面での脆弱性が懸念される。ただし、指標以外の調査結果として、組織とし

てのキャパシティ開発の進展と、プロジェクト実施体制とICD政策展開体制の改善をみるこ

とができ、今後プロジェクト目標の達成度は加速的に向上するものと期待できる。 

 

（２）成果 

プロジェクト活動は全般的に、計画に比べて大幅な遅延なく実施されている。 

１）成果１ 

CLDC F/Pを通じた事業の実施管理・モニタリングに責任をもつのは３つの「プロジェ

クト合同実施委員会（JIC）」である。JIC-HQとJIC-POMは毎週１回、ほぼ定期的に会合

を開催しているが、JIC-ESについては、会合の開催状況が報告されていない。 

２）成果２ 

JICが、プロジェクト対象地域におけるCLDCの活動を、CLDC F/Pコーディネーターを

通じてモニタリングする制度になっているが、活動の数は記録されていない。 
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３）成果３ 

研修ワークショップは度々開催され、JICメンバー、F/Pコーディネーター他が参加し、

その能力を高めた。より広範囲のステークホルダーを動員するのは今後の課題である。

４）成果４ 

NCDCとESPAは、CLDC F/Pコーディネーターと共に、プロジェクトの中でワークショ

ップやセミナーを通じて研修（技術的支援）を受けている段階である。NCDCのプロジェ

クト活動予算は増加傾向にあるが、ESPAによる予算は確保されていない。 

５）成果５ 

プロジェクト内では、パイロット活動の経験に基づくICD政策実施ガイドライン、及び

女性銀行プログラムのガイドラインを制作中であり、このほかにもDFCDがコミュニティ

開発にかかわる多数のマニュアルやガイドラインを既に作成している。 

６）成果６ 

成果５の２種の制作中ガイドラインのほか、2010年３月にニューズレターの第１号が

発行された。 

 

３－２ ５項目評価結果 

（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

・本プロジェクトは、PNG政府が初めて策定したコミュニティ開発国家政策であるICD政策

を直接支援するものである。2009年に発表された長期開発計画「PNG Vision 2050」にお

いては“spiritual, cultural and community development”を重点戦略七本柱の一つとしており、

同計画前半期の開発計画「PNG Development Strategic Plan 2010-2030」においても、コミ

ュニティ開発は重要視されている。 

・本プロジェクトの直接的な被益者はコミュニティ開発にかかわる各レベル（中央、州、

郡、コミュニティ）のPNGスタッフである。ICD政策の実施のためにはPNGスタッフのキ

ャパシティ強化は必須の条件であり、本プロジェクトに対するニーズは高い。また、プ

ロジェクトの一部として実施されるパイロット活動は、住民ニーズサーベイを実施する

ことにより慎重に設計、計画されており、対象地区コミュニティのニーズに合致したも

のといえる。 

・我が国の2009年の対「パ」国援助重点分野は、①持続的経済開発、②社会サービスの向

上、③貧困削減、④気候変動対応の４分野である。本プロジェクトの目的であるコミュ

ニティ開発は明示されていないが、このうち社会サービスの向上や貧困削減の分野に貢

献すると考えられる。また、コミュニティ開発自体を援助重点分野とする方向での検討

もされている。 

・本プロジェクトに先立ち実施されたJICA技術協力プロジェクト「首都圏セトルメント地

域における総合コミュニティ開発」（2005～2008年）は「パ」国側から高い評価を得た。

同プロジェクトではコミュニティ開発人材が育成され、コミュニティホール等の施設が

建設されており、これらのリソースは本プロジェクトでも十分に活用されている。また、

本プロジェクトでは参加型開発手法やエンジニアリング等、日本が得意とする開発手法

が駆使されており、日本の優位性を生かした協力であるといえる。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性はある程度高いレベルにあると判断される。 

・人材開発、組織強化は進展しており、また、質問票調査、インタビュー調査の対象とな

った「パ」国側C/Pスタッフ、日本側専門家の多くは、引き続きコミュニティ開発人材が

プロジェクト活動を通じて新しい知識・技術を身に付けていけば、期待どおりにプロジ
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ェクト目標達成は可能との見通しをもっている。 

・有効性向上に特に貢献した要因としては①PNG側C/Pスタッフと日本側専門家との関係が

非常に良好であること、②プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショ

ップをはじめとする各種セミナー、研修ワークショップの実施がC/Pスタッフ及び他のコ

ミュニティ開発関係者の能力向上を導いている、③JICの再編成により、３つのJICの役割

と責任がより明確になったことなどが挙げられる。 

・「パ」国側プロジェクト関係者内部にみられるコミュニケーション不足は、有効性の阻害

要因になりかねない。 

 

（３）効率性 

投入と成果のバランスから判断すると、プロジェクトの効率性は良好である。 

・日本側専門家は短期滞在ベースで「パ」国への訪問を繰り返す「シャトル型派遣」であ

り、専門家不在期間中はC/Pスタッフが専門家に課せられた「宿題」をこなす、というス

タイルをとっている。このスタイルは、長期派遣専門家が常駐して技術移転を行う従来

形式に比べ、概してC/Pスタッフの責任感を増し、ひいてはオーナーシップの向上につな

がるという意味で効率的であると思われる。専門家の能力、経験、技術移転方法に関し

ては、C/Pスタッフのほとんどが高い満足度を示している。 

・C/Pスタッフの能力と配置については、プロジェクト活動実施上、ほぼ適切であるといえ

る。東セピック州のスタッフ数は当初不足していたが、実働スタッフを「事務局」とし

て加えることによりプロジェクト活動を円滑に進めている。 

・本邦研修に参加したC/Pスタッフの満足度は高く、研修で得た成果はすでに各JICでの計

画作成やNGOフォーラムの開催などに活用されている。他方、日本側の予算制約により、

2010年度は本邦研修は実施されず、第三国（フィリピン）での研修のみとなった。 

・プロジェクトは依然、すべての成果が目に見える形で十分に出ているという段階にはな

いが、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載された各プロジェクト活

動の多くは大きな遅滞なく実施されている。 

 

（４）インパクト 

上位目標については、現段階では指標からの達成見込みを判断するのは困難であるが、

C/Pスタッフの多くは、プロジェクトの対象地域で実施されたコミュニティ開発活動がICD

政策の下で全国的に拡がっていくことを確信している。その他に、以下のプラスのインパ

クトがあった。 

・プロジェクト下でPCM研修を受けたESPAのC/Pスタッフが、コミュニティ開発以外の自

身の担当分野のプロジェクトにおいてもその手法を適用し活動計画（PO）を策定するに

至った。 

・前プロジェクトにおいて、パイロット活動として実施された大工、ケータリングの技能

研修を受けたポートモレスビーのセトルメント住民のうち、数名が外部で職を得ること

ができた。本プロジェクトでも前プロジェクトの継続支援を実施しており、また、新た

なパイロット活動も実施されることから、同様な効果を今回も期待できる。 

 

（５）自立発展性 

自立発展性は、全体的には確保されると期待できるが、懸念材料もある。 

１）政策面 

ICD政策は「パ」国政府の重要政策の一つである。プロジェクト終了後に同政策方針が

転換され、コミュニティ開発の諸活動が縮小されるとは考えられない。 
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２）制度・組織面 

持続的なコミュニティ開発を推進するための制度・組織強化は、本プロジェクトが直

接目指すところである。プロジェクト目標を達成できれば、コミュニティ開発活動を促

進、持続させるメカニズムが構築されることになる。 

３）技術面 

コミュニティ開発人材の強化については、研修を受けたC/Pスタッフは着実にその能力

を向上させており、ICD政策に基づくコミュニティ開発を実施していくための技術面での

持続性確保に寄与している。特に前プロジェクトに参加しているNCDCスタッフは、特に

自らの能力向上を強く認識している。プロジェクト終了後に、プロジェクトで強化され

た人材の知識・技能を他のコミュニティ開発関係者に伝播、普及させていく体制の構築

は持続性確保のための必須条件であるが、その体制構築こそがプロジェクトの目的であ

る。 

４）財政面 

DFCD及びNCDCの本プロジェクトに対する予算は、十分ではないとはいえ増加してい

る。一方、ESPAにおいては本プロジェクトへの予算が全く確保されていない状態である。

これらプロジェクト予算の傾向、ICD政策の重要性、「パ」国の近年の経済情勢等を総合

的に判断すると、プロジェクト終了後に、プロジェクトでの実施活動をはじめとするコ

ミュニティ開発政策の実行予算が急激に削減されることは考えにくい。ただし、東セピ

ック州でのプロジェクト活動資金の状況は、持続発展性確保を脅かす不安要素となって

いる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

・2010年５月にJIC-POMをDFCDのJIC-HQとNCDCのJIC-POMに分割し、東セピック州のJIC-ES

の３つの組織体制に変更し、プロジェクトにおけるそれぞれの役割と機能、責任が明確に

なった。 

・PCMワークショップを始めとする各種セミナー、研修ワークショップの実施がC/Pスタッフ

及び他のコミュニティ開発関係者の能力向上を導いている。 

・「パ」国側C/Pスタッフと日本側専門家との関係が非常に良好である。 

・「パ」国側C/Pスタッフのプロジェクト活動への意識と意欲は向上しつつある。 

・パイロット活動サイトのパティコ村住民は、プロジェクトに極めて積極的に参加する態度

を示している。CLDC F/Pコーディネーターの努力が寄与するところが大きい。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

・東セピック州における活動の資金が不足している。 

・JIC-HQとJIC-ESの間に、コミュニケーション不足や誤解が生じている。現在のところプロ

ジェクト全体に大きな影響を及ぼしてはいないものの、改善しなければ今後の円滑なプロ

ジェクト活動の阻害要因になり得る。 

 

３－５ 結論 

・プロジェクト活動の多くは大きな遅滞なく実施されている。 

・成果及びプロジェクト目標の達成状況については、プロジェクト活動実施及びICD政策展開

のための体制強化と人材開発は進んでおり、今後のプロジェクト目標達成度は加速度的に

向上するものと総合的に判断される。 

・プロジェクトの実施プロセスについては、「パ」国側C/P内部での連絡不足等による問題が

生じているものの、全体的にはおおむね適切、円滑に推移している。 

・評価５項目の観点からは、プロジェクトの「妥当性」は極めて高く、特に「パ」国側の政
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策に完全に整合し、被益者のニーズにも十分に合致している。 

・「有効性」、「効率性」に関しては良好なパフォーマンスを示している。 

・これまでにプロジェクト実施によるプラスの「インパクト」は観察されているが、マイナ

ス影響は特に出ていない。 

・「自立発展性」については、プロジェクト終了後もプロジェクトの活動や効果が継続、拡大

されていく見込みは高いが、財務面に多少の不安があることは否めない。 

 

３－６ 提言 

・ DFCDによるICD展開戦略の策定と展開プロセスにかかわる組織的な調整部署の設置。 

・ JIC-HQとLearning and Environment Branch（ICD政策展開戦略の担当部局）との連携・調整の

強化、その部局の主要な責任者のJIC-HQへの任命。 

・ JIC-POMの役割の増加と責任分担の明確化に伴うNCDCの組織体制、調整機能の強化。 

・ 東セピック州でのICD政策の啓発ワークショップの確実な開催（2010年10月予定） 

・ 東セピック州パティコ村のCLDC F/Pの施設整備の速やかな実施。 

・ CLDC F/Pにおけるコミュニティ開発にかかわるリソース（プログラムや組織、技術人材な

ど）にかかわる情報の蓄積と提供の促進。そのためのDFCD、NCDC、東セピック州からの

情報提供の促進。 

・ CLDC F/Pが機能するための交通費等の活動予算のNCDC、東セピック州による予算の配分

と毎年度の継続的な予算の獲得。 

・ 以上の改善策やプロジェクト実施状況の現状に即してPDMを改訂し、JCCで承認を得る。

・改訂されたPDMの活動、成果、プロジェクト目標と指標に即した進捗状況の報告書作成。

 




